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根 拠 法 令

設 置 条 例

施 設 概 要

平成26年3月31日平成21年4月1日

新潟市体育施設条例

敷地面積　18,420平方メートル
建築構造　鉄筋コンクリート造　2階建
主な施設内容（構成施設の内容）
　大体育室　　　　　1,548平方メートル
　トレーニングルーム　260平方メートル
　多目的ルーム　　　　270平方メートル
　

所 在 地

施設設置目的

スポーツの普及振興を図り、市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与することを目的とし
て、体育施設を設置する。

平成22年度　公の施設目標管理型評価書

北区名目所3丁目1125番地1

北区地域課

スポーツ振興法

新潟市開発公社＆ハピスカとよさか

新潟市北地区スポーツセンター（有料）施 設 名

管 理 者 名

担 当 課

管理・運営に関する基本理念、方針等

(1)新潟市体育施設条例並びに新潟市都市公園条例（以下「条例」という。）に基づき、スポーツの普及および振
興を図り市民の心身の健全な発達と明るく豊かな市民生活の形成に寄与する管理運営を行うこと。

(2)公の施設管理運営の責務を認識して管理運営を行うとともに、住民サービスの向上や平等利用が確保するこ
と。

(3)利用者の意見及び要望を管理運営に反映させること。

(4)利用者に対し、安全で快適な環境を提供すること。

(5)新潟市個人情報保護条例に基づき、個人情報の保護を徹底するとともに、業務上知り得た情報について守秘義
務を遵守すること。

(6）効率的かつ効果的な管理運営を行い経費の削減に努めること。

(7)法令を遵守し施設の管理運営を適切に行うこと。

(8)指定管理者制度を理解し、実践すること。



平成22年度　目標管理型評価書

視 点 評価 評価コメント

Ａ 目標達成

Ａ 目標達成

Ｂ 概ね達成

Ｂ 概ね達成

Ａ 目標達成

Ａ 目標達成

Ｂ
参加者数の増加に期
待。

Ａ 適正である。

Ｂ
目標達成にはならな
か たが 適正に管

ホームページでの情報提供へのアクセス数
月間900件以上、年間10,800件以上更新

年間82,000人

大体育室、多目的ルーム、会議室　各施設
年間1,800時間以上

施設1平方メートルあたりの人件費を除くラン
ニングコスト（物件費を管理敷地面積で除し

利用者1人あたりの人件費を含む維持管理
費（人件費を利用者数で除した額）が、693円
以下

市 民

・スポーツ教室延べ参加者数　9,000人
・スポーツ教室開催時間数　年間350時間

5段階中3以上
有人施設：
・スポーツ教室参加者　50％以上
・施設利用者　85％以上
無人施設：50％以上

市長への手紙　各施設年間2通以下
苦情・要望に対する
対応

設置目的に合致し
たサービス提供

基準稼働率の達成

実績

月間約1,335件、年間16,030件

平成22年度利用者数：83,663人

大体育室　3,305時間、多目的ルーム
2,427時間、会議室　603時間
※専用利用はもとより、個人利用・スポー
ツ教室での利用が有効活用されている。

大体育室、多目的ルーム、会議室　各施設
年間50％以上

大体育室　84％、多目的ルーム　62％、会
議室　16％
※大体育室は個人利用・専用利用の予約
が効率的にあり稼働率が高くなった。多目
的ルームは教室の利用以外の時間の利用
者獲得に工夫をしたい。

広報の充実

財 務 施設管理運営経費

有人施設：
・スポーツ教室参加者　93％
・施設利用者　90％
無人施設：施設利用者　84％

評価項目

各種サービス別満
足度（アンケート）

基準利用者数の達
成

基準利用時間(専用
利用）の達成

評価指標

利用者1人あたりの
コスト削減額

277円

0通

・延べ参加者数：8,982人
・教室開催時間数：351時間
※教室参加者満足度はあったが要求水準
には満たなかった。今後参加したくなる魅
力的な教室企画を図りたい。

2,122円
※施設老朽化による修繕・工事が多かっ

Ｂ かったが、適正に管
理している。

Ｂ 概ね達成

Ａ 目標達成

Ａ 目標達成

Ａ 適正である。

Ａ 適正である。

Ａ 適正である。

Ａ 適正である。

Ａ 目標達成

Ａ 目標達成

有資格者率の増加

人身事故に関するも
の

物損事故に関するも
の

関係法令の遵守

守秘義務の徹底

ニングコスト（物件費を管理敷地面積で除し
た額）が、1,390円以下

実務研修受講者数 年間1人1回以上

総合評価（所見）

指定管理業務基準書に基づき適正に管理されている。
会議室利用増加のための工夫が必要だが、概ね目標を達成している。
特に事故や苦情もなく、指定管理者として優良と評価できる。

使用料収入の達成

適切に対応している。

0件

人 材

業務基準書等に定
める事項の遵守

年間14,000千円

財 務 施設管理運営経費
の削減

業 務

適切に対応している。

・補償を伴う事故0件、水難事故0件
・心臓停止事故件数の90％以上にＡＥＤを使
用

指定管理者が修繕できないものが5年間で1
件以下

1回以上

個人情報の取り扱いに関するマニュアルの
整備

適切に対応している。

施設の管理運営に必要な資格だけでなく、
指導やスポーツの知識を深める資格取得に
努める。

機密情報の取り扱いに関するマニュアルの
整備

業務基準書等に定める事項の遵守

研修の実施件数 年4回以上

18回
※防犯講習やPC講習、遊水館での救助訓
練や水泳指導研修の他、危機管理やサー
ビス向上のための研修を行うことが出来
た。

適切に対応している。

13,366千円

・事故発生：0件
・AED使用無

※施設老朽化による修繕 工事が多かっ
た。今後は防止・早期発見に努めコストを
抑える。


